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【研究論文】 

社会環境報告による正統性の管理 
 

大 西   靖 
野 田 昭 宏 

 
論文要旨 

 
 社会環境会計領域では，企業の社会環境にかかわる自発的な情報開示を説明するため

の理論のひとつとして，正統性理論を援用した研究が行われてきた。しかし，正統性理

論が依拠する正統性は多様な解釈が可能なことから，社会環境報告により管理しようと

している正統性が何を意味するかは必ずしも明確ではない。しかも，近年は企業の正統

性および社会的評価に関わる議論の重要性が高まりつつある。そこで本稿では，正統性

に関わる問題として，概念的な分類枠組みと社会的評価指標という2点に注目して，それ

ぞれに関する理論的な展開を明らかにすることを目的とする。 

 

 

１ はじめに 
 

 社会環境会計研究では，正統性理論は企業の自発的な情報開示を説明するための主要な論拠と

して注目されてきた1）。正統性理論を援用した初期の研究であるGuthrie and Parker（1989，

p.344）によれば，正統性理論の仮説は「企業による情報開示は環境（経済，社会，政治）の要

因に対応したものであり，そして情報開示は活動を正統化する」ことである。すなわち，正統性

理論では，企業による情報開示の必要性を説明するために，企業組織の正統性に問題があるとい

う状況を設定して，情報開示を通じて正統化が行われることを仮定している。 

 しかし，企業の社会環境報告を正統性理論によって説明する際には，正統性理論が依拠する正

統性の概念が，複数の研究分野で多様に解釈されうることが問題となる。すなわち，正統性理論

では社会環境報告の目的として正統化を仮定しているが，社会環境会計報告を通じて管理しよう

としている正統性とは何かについては必ずしも明確ではない。そのため，社会環境報告による正

統性の管理については議論の余地が残されている。しかも，近年では企業の正統性および社会的

評価に関連した議論の重要性が高まりつつある。 

 そこで本稿では，社会環境報告で正統性に関わる問題として，正統性の概念的な分類，および

キーワード：社会環境報告（social and environmental reporting），社会環境会計（social and 
environmental accounting），正統性（legitimacy），評判（reputation） 



社会的評価指標としての正統性の特性という2点に注目して，それぞれに関する研究の展開を理

論的に明らかにすることを目的とする。第2節では，社会環境会計における正統性理論の背景お

よび特徴について概観する。第3節では，正統性の概念的な枠組みおよび正統化戦略について，組

織論の動向を援用しながら明らかにする。さらに，第4節では企業に対する社会的評価を解釈する

ための概念としての，正統性と他の指標との関連性について分析を行い，第5節で結論を述べる。 

 

 

２ 社会環境会計研究における正統性理論 
 

本節では，社会環境会計領域における正統性理論の内容について，Deegan（2007）2）をもとに

検討する。まず，Deegan（2007）は，正統性理論の定義についてLindblom（1994）およびSuchman

（1995）といった組織論の研究を引用している。次に，正統性理論の仮説について「経営管理者

が，特定の資源すなわち正統性の供給が組織の生存にとって決定的に重要であることを考慮する

場合には，常にこの資源の供給の継続を確保するための戦略を追求する」（Deegan，2007，p.128）

ことを示すとともに，ここでの戦略とは正統性の獲得，維持，および修復であると述べている。 

このように，Deegan（2007）は正統性理論における正統性を経営資源として捉えており，資

源としての正統性の獲得や維持および修復といった管理的な側面を重視している。ただし，

Deegan（2007）が意味する正統性理論の内容は，単に組織論における正統性の定義を援用する

だけではない。この点について，Deegan（2007，pp.131-132）が説明する正統性理論の特性は

下記の5点である。 

 

⑴ 正統性理論において，重要な資源が組織の正統性である。 

⑵ 正統性理論は実証理論（positive theory）である。 

⑶ 正統性理論はシステム指向（あるいはオープンシステム）理論である 

⑷ 正統性理論には管理的学派と制度的学派があるが，会計学におけるほとんどの研究は管理的

学派に影響を受けている。 

⑸ 正統性理論は政治経済理論における中産階級的学派から派生しており，その結果として多元

的な社会を仮定している。 

 

 ここで挙げた正統性理論の特性について，Deegan（2007）の説明は下記のように要約できる。

まず正統性理論の起源については，政治経済理論 3）における中産階級的な学派から派生したこと

が示される。そのため，正統性理論では社会内部における構造的対立ではなく，多元的な社会に

注目していることが指摘される。さらに，Deegan（2007）は，正統性理論が規範的な主張では

なく，実証理論，すなわち個別の活動についての説明や予測と関わることについての合意がある

2

社会関連会計研究　第24号



社会的評価指標としての正統性の特性という2点に注目して，それぞれに関する研究の展開を理

論的に明らかにすることを目的とする。第2節では，社会環境会計における正統性理論の背景お

よび特徴について概観する。第3節では，正統性の概念的な枠組みおよび正統化戦略について，組

織論の動向を援用しながら明らかにする。さらに，第4節では企業に対する社会的評価を解釈する

ための概念としての，正統性と他の指標との関連性について分析を行い，第5節で結論を述べる。 

 

 

２ 社会環境会計研究における正統性理論 
 

本節では，社会環境会計領域における正統性理論の内容について，Deegan（2007）2）をもとに

検討する。まず，Deegan（2007）は，正統性理論の定義についてLindblom（1994）およびSuchman

（1995）といった組織論の研究を引用している。次に，正統性理論の仮説について「経営管理者

が，特定の資源すなわち正統性の供給が組織の生存にとって決定的に重要であることを考慮する

場合には，常にこの資源の供給の継続を確保するための戦略を追求する」（Deegan，2007，p.128）

ことを示すとともに，ここでの戦略とは正統性の獲得，維持，および修復であると述べている。 

このように，Deegan（2007）は正統性理論における正統性を経営資源として捉えており，資

源としての正統性の獲得や維持および修復といった管理的な側面を重視している。ただし，

Deegan（2007）が意味する正統性理論の内容は，単に組織論における正統性の定義を援用する

だけではない。この点について，Deegan（2007，pp.131-132）が説明する正統性理論の特性は

下記の5点である。 

 

⑴ 正統性理論において，重要な資源が組織の正統性である。 

⑵ 正統性理論は実証理論（positive theory）である。 

⑶ 正統性理論はシステム指向（あるいはオープンシステム）理論である 

⑷ 正統性理論には管理的学派と制度的学派があるが，会計学におけるほとんどの研究は管理的

学派に影響を受けている。 

⑸ 正統性理論は政治経済理論における中産階級的学派から派生しており，その結果として多元

的な社会を仮定している。 

 

 ここで挙げた正統性理論の特性について，Deegan（2007）の説明は下記のように要約できる。

まず正統性理論の起源については，政治経済理論 3）における中産階級的な学派から派生したこと

が示される。そのため，正統性理論では社会内部における構造的対立ではなく，多元的な社会に

注目していることが指摘される。さらに，Deegan（2007）は，正統性理論が規範的な主張では

なく，実証理論，すなわち個別の活動についての説明や予測と関わることについての合意がある

ことを強調している。 

 次に，Deegan（2007）は正統性理論における正統性の観点について，Suchman（1995）を

援用して制度的な視点と管理的（戦略的）な視点を挙げている4）。さらに，社会環境会計の正統

性理論に関連する研究が，管理的研究，すなわちDowling and Pfeffer（1975）といった正統性

を資源とみなす研究を重視してきたことを指摘している。 

 第3に，システム指向の観点について，Deegan（2007）は企業が社会から影響を受ける一方

で企業が社会に影響を与えるという相互作用を仮定していることを，Suchman（1995）におけ

る制度論 5）の説明を援用しながら提示している。したがって，正統性理論では管理的な観点を重

視しながらも，制度論の観点を部分的に考慮してきたといえる。 

 以上の議論より，社会環境会計領域における正統性理論では，情報開示の必要性の論拠として

政治経済理論を背景としながらも，正統性の定義については組織論を援用している。そこで，次

節では組織論を援用しながら正統性の分類枠組みを分析し，社会環境会計研究への影響について

検討する。 

 

 

３ 管理的な観点による正統性の分類 
 

 正統性理論における正統性の定義は，前節で議論した通り組織論の研究を援用している。とこ

ろが，組織論の領域における正統性の概念はSuchman（1995，p.572）が「多くの研究者が利

用する一方で，定義する者はほとんどいない」と指摘するとおり，研究者によって多様な解釈が

行われてきたといえる。 

 この問題に対して，Suchman（1995，p.574）は正統性を「規範，価値，信念，および定義

からなる社会的に構築されたシステムの範囲内において，組織実体の活動が望ましく，適当

（proper），あるいは適切（appropriate）であるという，一般化された認識および仮定である」

と定義して，正統性概念に対する理論的な分析を行っている。 

 特に，制度的な研究と管理的な研究の両方を援用しながら，正統性を実用的正統性（pragmatic 

legitimacy），倫理的正統性（moral legitimacy），および認知的正統性（cognitive legitimacy）

という3点に分類 6）したこと，および分類された正統性のそれぞれの側面に関する正統化戦略の

枠組み7）を示したことは，正統性の管理という観点からの分析の可能性を深めたという点で重要

であったと考えられる。そこで，以下ではSuchman（1995）による正統性の枠組みについての

議論を要約する。  
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（1）実用的正統性 

 まず，実用的正統性とは，「組織のもっとも直接的な情報受信者（audiences）についての利己

的な計算の上に成立している」（Suchman，1995，p.578）とされる。実用的正統性のもっとも

単純な水準として，交換的正統性が挙げられる。交換的正統性とは，「組織の方針が特定のセッ

トの構成員（constituents）に対する価値の期待を基礎とした組織方針への支持」（Suchman，

1995，p.578）である。 

 さらに，交換的正統性よりも社会的に構成8）された形態を持つ実用的正統性として，影響的正

統性が位置づけられる。影響的正統性とは，構成員が組織を支持することは，必ずしも組織が特

定の好ましい交換を提供するからではなく，むしろ組織が長期的な利害に反応するとみなしてい

るからであると解釈される。 

 実用的正統性の第3としてSuchman（1995）が挙げる形態が，気質的（dispositional）正統性

である。気質的正統性は，情報受信者が組織のことを目標や好み，スタイルおよび個性を有する

個人であるかのように対応して，「価値の共有」や「感じのいい」等の観点から，利害に基づく

正統性や個性（character）に基づく正統性を付与することを意味している。 

 

（2）倫理的正統性 

 倫理的正統性は，「活動が評価者に利益をもたらすかについての判断ではなく，むしろ活動が

「正しいことをしているか」についての判断の上に存立している」（Suchman，1995，p.579）

と定義されている。倫理的正統性は，さらに結果的正統性，手続的正統性，構造的正統性，およ

び個人的正統性に分類される。 

 結果的正統性とは，組織を達成した結果によって判断することを示している。結果には市場お

よび上位者による評価などが例示されている。 

 手続的正統性とは，社会に受容された技術や手続きの利用によって倫理的正統性を獲得するこ

とを意味している。特に，結果の測定尺度がない場合や，結果が不可視である場合，または結果

の測定が容易でも依然として手続きの重視が常識とされる場合を挙げている。また，手続的正統

性は特に職業専門家の分析に対して適用されることが指摘されている。 

 構造的正統性は，情報受信者が組織について，倫理的に好ましい分類の範囲内において，組織

の構造的な特性に支援する相対的価値（value）または絶対的価値（worth）があることを示して

いる。 

 個人的正統性は，組織リーダーの個人的なカリスマの上に存立している倫理的正統性であると

される。全般的に，個人的正統性は一時的かつ個人に特有である場合が多いとされる。また，こ

こではM.ウェーバーの正統性概念にも言及されている9）。 
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（3）認知的正統性 

 認知的な正統性について，Suchman（1995）は当然性（taken-for-grantedness）を例示して，

当然とされる文化的説明を基礎にした認知的な観点による組織の受容は，利害や評価にもとづく

組織の受容とは異なることを指摘して，第3の正統性の分類として提示している。認知的正統性

の下位分類には，理解可能性（comprehensibility）と当然性が挙げられる。 

 Suchman（1995）は理解可能性にもとづく正統性について，組織とその取り組みに対して妥

当な説明をもたらすような，文化的モデルの入手可能性から生じるとしている。なお，理解可能

性はさらに分類が行われており，活動の理解可能性が予測可能性（predictability）と定義され，

組織の性質について理解可能性は妥当性（plausibility）と定義される。 

 また，当然性にもとづく正統性については，認知的な一貫性および緩慢で統合的な変化という

観点を持つことが強調される。Suchman（1995）は，当然性が最も曖昧でかつ最も強力な正統
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図表1 正統性概念の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Suchman（1995，p.584）  
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実用的
正統性

倫理的
正統性

認知的
正統性

気質

理解可能性

当然性
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 以上で要約した分類をもとに，Suchman（1995）は3つの正統性のそれぞれの正統性の獲得，

維持，および修復に関する戦略を提示している。すなわち，従来は正統性について多様な状況あ

るいは戦略として言及されてきたが，Suchman（1995）はどの正統性を追求するかによって，

取るべき戦略が異なることを指摘しているのである。 

 Suchman（1995）の分類には批判も存在するが10），社会環境会計領域では，前節で検討した

Deegan（2007）をはじめ複数の研究で援用されている。特にO’Dwyer et al.（2011）はSuchman

（1995）の枠組みをもとに，持続可能性報告書の保証チームが保証対象であるクライアント，報

告書の読者，および所属組織のリスク管理部門に対して異なる正統性の確保を目的として，異な

る戦略を実施したことを記述している。 

 正統性を管理対象とみなす観点からは，ここまで議論を行ってきた正統化戦略を追求する際の

正統性の識別がひとつの問題となる。他方で正統性を資源と考える場合には，管理すべき正統性

をどのようにして測定するかという問題も提起することが可能である。この場合には，正統性が

社会的評価という観点との関連性を持つことになる。 

 

 

４ 正統性と社会的評価 
 

 企業の社会的評価に関する指標として，近年は評判（reputation）が注目を集めつつある11）。

特に会計学における評判の議論は，無形資産との関連およびリスク管理12）としての側面が強調さ

れる傾向にある。社会環境会計の領域でもCSR報告を評判リスク管理という観点から解釈した

Bebbington et al.（2008）は正統性と評判の関連について議論を提起している。 

 他方，組織論の領域では，Deephouse and Carter（2005）によって正統性と評判の概念的な

性質について実証研究が行われている。さらに，正統性に関する包括的なレビューを行った

Deephouse and Suchman（2008）では，社会的評価という観点から正統性と評判および地位

（status）の概念を比較していることから，以下で検討を行う。 

 Deephouse and Suchman（2008）は，正統性，地位，および評判に関する研究について，

これらを扱う研究のすべてが「組織は適合についての社会的知覚を3つの異なる方法，すなわち

規範の受容および内部化，ベネフィットがコストを上回る限りにおいての手段的な服従，および

実質的適合を最小化しながらの適合した証拠の外部への表面的な展示，によって創造しうること

を認識している」（Deephouse and Suchman，2008，p.60）と指摘している。 

 そして，これらの研究が関わる中心的な課題として次の2つを指摘している。それは，(i) 内部

化することなしに，どのようにして適合についての表面的な展示が成功するのかという課題と，

(ii) 初期には表面的な適合であったとしても，時間の経過と共に内部化を導くのはどの程度であ

るのかという課題である。 
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(ii) 初期には表面的な適合であったとしても，時間の経過と共に内部化を導くのはどの程度であ

るのかという課題である。 

 以上のように，Deephouse and Suchman（2008）は正統性，地位，および評判に共通する

課題を指摘している。さらに，これらの研究が多くの前提，結果，測定値，およびプロセスを共

有しており，本質的に同一の経験的な指示対象に対して，別々の著者が3つの言葉を別のミック

スで使用していると主張して，これらの概念間の関連性について考察をしている。本稿では特に

正統性と評判との関連について，(a)測定尺度，(b)獲得条件，(c)競争状況，(d)差異化の程度，お

よび (e)社会的側面という5つの観点から要約する。これらの要約結果については図表2を参照さ

れたい。 

 

（1）正統性 

 Deephouse and Suchman（2008）は (a)正統性を測定尺度として二分法，すなわち正統性の

有無という2値で測定することを提案している。すなわち，(b)正統性の獲得条件は，許容可能な

水準に対する満足であり，そしてネガティブな問題の不在の方が，ポジティブな達成の存在より

も重要であるというのである13）。 

 次に，(c)競争状況については，正統性の場合は競争相手の不在（non-rival）が指摘される。

したがって，ゼロサムゲームは稀にしか存在しない。さらに，(d)正統性は根本的に均質化

（homogenizing）であり，集団的な適合をもたらすとともに，所与の形態を共有する全ての実体

を結びつける傾向にある。 

 最後に，(e)正統性の社会的側面は政治的であることが強調される。この点について，

Deephouse and Suchman（2008，p.61）は正統性が「権威（authority）と関連しているため，

特定の活動の範囲内において行為および命令するための当然の権利をもたらす」ことを指摘して

いる。また，Deephouse and Suchman（2008）は正統性の語源がラテン語で法を意味する点

に言及しながら，政府による認証が正統化の代表例であることを指摘している。 

 

（2）評判 

 Deephouse and Suchman（2008）は，評判が過去の行動をもとに将来の行動を推定するこ

とを意味していると指摘している。そして，(a)評判は連続的な尺度であり，それぞれの行為者を

最高から最低までの直線上に位置づけられることを提案している。 

 次に競争状況について，(b)評判は相対的な性質をもち，競争相手の犠牲によって上昇すること

から，(c)評判は競争的（rival）であることが強調される。さらに（d）評判は差別化（differentiating）

との関連が強いことが指摘されている。すなわち，競争相手との関係において，実質的な区別，

あるいは極小の差異に対する独自性の主張が促進されるのである。 

 最後に，評判の経済的な側面が強調される。ここでDeephouse and Suchman（2008）は，

評判が潜在的な交換相手の期待効用関数に対するインプットである点を指摘する。つまり，限定

的合理性を所与とするならば，将来の交換相手の判断は評判に頼らざるを得ないことから，好ま
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しい評判は競争優位を獲得するための戦略的資源であることが指摘される。 

図表2 社会的評価指標としての正統性と評判 

 

 

 

 
出所：Deephouse and Suchman（2008）をもとに筆者作成 

 Deephouse and Suchman（2008）では以上のように概念間の差異を提示した上で，概念を

混同する原因として，特に点描法（pointalism）としての性質を指摘している。すなわち，個別

の活動を個別に評価した場合の正統性は2値しかとらないにもかかわらず，評価者および活動を

合計した場合，あるいは正統性の確実性や安定性という観点から測定した場合には連続変数に見

えてしまうと主張しているのである。 

 以上のように，組織の社会的評価という観点からDeephouse and Suchman（2008）は正統

性の特性に関する分析の枠組みを提示した。この枠組みの前提は，変数の操作化および資源交換

を重視している点である。したがって，正統性を管理的な観点に基づいて，社会から獲得すべき

資源としての評価指標とみなした場合には，評判といった他の指標との同じ次元で比較しうるこ

とを示している。このような観点は，たとえば Deephouse and Carter（2005）がBebbington et 

al.（2008）やO’Dwyer et al.（2011）で言及されるなど，社会環境会計研究に取り入れられつ

つある。 

 その一方で，正統性と評判との関係については，Deephouse and Suchman（2008）で示さ

れたような同一次元上ではなく，重層的な関係として検討する余地もあろう。なぜならば，先に

検討したSuchman（1995）の枠組みが示すとおり，企業の正統性は資源交換に限定されるもの

ではなく，別の観点からの説明を行うことも可能なためである。この点については，正統性に関

する評価尺度を問題とするのか，あるいは正統化のプロセス自体を問題とするのかによって，議

論の性質が変わりうると思われる。 

 

 

５ おわりに 
 

 本稿では，社会環境報告の主要な説明理論のひとつである正統性理論について理論的な背景を

説明するとともに，組織論を援用しながら正統性の概念的な分類の枠組み，および社会的評価指

標としての正統性の特性について理論的な検討を行った。その結果として明らかになったこと

は，次の3点である。 

正統性 評判
測定尺度 二分法 連続
獲得条件 条件の満足 競争相手の犠牲
競争状況 競争の不在 個体間競争
差異化の程度 均質化 差別化
性質 政治的 経済的
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標としての正統性の特性について理論的な検討を行った。その結果として明らかになったこと

は，次の3点である。 

正統性 評判
測定尺度 二分法 連続
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 第1に，正統性理論では，社会環境報告の必要性を説明するために，政治経済理論を背景とし

ながらも，正統性の概念については現在に至るまで組織論の研究に主に依拠している。第2に，

組織論の正統性に関する研究は管理的観点と制度的観点に分類することが可能であるが，社会環

境会計研究において正統性の概念として主に管理的な視点といえるSuchman（1995）による実

用的正統性，倫理的正統性，および認知的正統性という枠組みが複数の社会環境会計研究で援用

されている。第3に，社会的評価指標としての正統性について議論を行う際に，正統性と評判の

関係が検討課題のひとつとされている。この点について，Deephouse and Carter（2008）は正

統性の測定尺度が二分法的な性質を持つ一方で，評判は連続変数の性質を持つことを主張してい

る。ただし，正統性と評判の関係には，議論を行う余地が残されている。 

 なお，本稿では組織の正統性に関する制度的な側面，および正統性と地位の関連についての議

論が十分ではない。この点については今後の研究課題としたい。 

 

 
注 

1） 正統性理論に関する研究はPatten（1992）をはじめ多数存在する。また，Accounting，Auditing and 
Accountability 誌では15巻3号（2002年）に特集が組まれている。日本における研究は國部（1993）およ

び向山（2003）を参照されたい。 

2） C.Deeganは，Deegan and Rankin（1996），Deegan（2002），Deegan et al.（2002），Deegan and 

Blomquist（2006）等，社会環境会計領域で正統性理論に関する研究を多く発表している。 

3） 政治経済理論についてはGray et al.（1996）が詳しい。 

4） Suchman（1995，p.572）は，戦略と管理という用語の関連について，戦略的学派（strategic tradition）

が管理的視点（managerial perspective）を採用していると説明している。 

5） 制度論の研究は，DiMaggio and Powell（1983），Meyer and Rowan（1977），およびScott（1995; 2008）

が代表的である。会計の制度的な解釈は鈴木（2008）も参照されたい。 

6） Scott（1995）は正統性の基盤について，制度的観点から規制的（regulative），規範的（normative），

および認知的（cognitive）という3点に分類している。 

7） 山田（2008）はSuchman（1995）による正統化戦略および，Deephouse and Carter（2005）を援用し

て組織のCSR活動を議論している。 

8） 正統性の社会構成的な観点および認知的な観点については，Scott（1995;2008）といった制度論および

Berger and Luckmann（1967）等の知識社会学を参照されたい。 

9） 正統性概念の起源にはM.ウェーバーが挙げられる。 

10)  Scott（2008）はSuchman（1995）による正統性の定義を評価しながらも，正統性は「所有または交換

されるような日用品ではなく，むしろ関連する規則や法律および規範的な支持との調和，あるいは文化的・

認知的枠組みとの整合性についての認識を反映している状態」（Scott，2008，p.59）であり，象徴的な価

値であることを強調している。 

11)  Deephouse and Suchman（2008，pp.59-60）の評判の定義は「企業の過去の行動および業績について

の（直接的な，また，より多くは間接的な）集団的知覚を基礎とした，将来的な行動および業績の一般化

された期待」である。Fombrun（1996），櫻井（2011）も参照されたい。 

9

社会環境報告による正統性の管理



12)  Power（2007）は評判管理をリスク管理という観点から詳細に分析している。 

13)  この点は，ポジティブな情報をより積極的に開示するという経済学の観点による指摘（Clarkson et al.，
2008）とは対照的であるため，今後の研究課題となり得る。 
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